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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）はフィリピン共和国政府より国営灌漑システムの運営・維

持管理体制の改善を目的とした技術協力の要請を受け、2012 年 8 月に詳細計画策定調査団を派遣

し、同国政府関係者と討議議事録（Record of Discussions：R/D）案、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）案及び活動計画（Plan of Operations：PO）案の策定に関

する協議を行い、同年 10 月に JICA フィリピン事務所とフィリピン共和国側関係機関間で現地に

て R/Dの署名を執り行いました。 

本報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・親善

の一層の発展に寄与することを期待します。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた両国の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成 25年 3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：フィリピン共和国 

案件名：和名 国営灌漑システム運営・維持管理改善プロジェクト 

英名 The Project for Improving Operations and Maintenance of National Irrigation Systems 

 

２．事業の背景と必要性 

２－１ 当該国における農業／灌漑セクターの現状と課題 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）において、農業は就業人口の 35％（1,180 万

人）が従事し、GDPの 12％を占める主要産業のひとつである。しかし近年、主食であるコメの生

産量が、人口増加の圧力に伴う需要増加に追いつかず、2007年以降年平均 200万 tを輸入する、世

界の主要コメ輸入国となっている。コメの供給不足の理由として、灌漑施設の不十分な維持管理

による機能低下や自然災害（干ばつ、台風、洪水）などの影響がある。 

「国家開発計画（2011～2016）」によれば、2009年時点で、フィリピン国内において灌漑が行わ

れている面積は 154 万 ha である。その半分に当たる 76 万 5,000ha が、国家灌漑公社（National 

Irrigation Administration：NIA）が運営する全国 212 カ所の国営灌漑システム（National Irrigation 

System：NIS）となっており、NISの同国のコメ生産に対する貢献度は高い。 

しかし、多くの NISでは、土地台帳や灌漑面積、水利費（Irrigation Service Fee：ISF）徴収額、

作付け率などの基本情報や、洪水や干ばつなどの被害状況が十分に把握されていないため、現在

の施設能力を反映した適切な配水計画や作付け計画が策定されないなどの問題が生じている。ま

た、施設の改修履歴の整備も不十分であるため、施設の老朽化により利用困難な状況に陥る前の

施設改修や改良工事を計画的に実施することが困難な状況にある。 

このように灌漑施設の運営・維持管理（Operations and Maintenance：O&M）が不十分であること

から、灌漑可能面積の縮小を招き、灌漑施設の利用者である農民からの ISF 徴収率1の低迷につな

がっている。また、NIAは NISの運営費を基本的に水利組合（Irrigator's Association：IA）経由で

農民から徴収する ISFで賄っているため、低い ISF徴収率により、施設維持管理に投入できる予算

が恒常的に不足する状況となり、更なる灌漑施設の機能低下を招く悪循環に陥っていることも推

察される。 

かかる状況のなか、NIA は 2008 年以来、人員削減と業務内容の見直しを図る合理化計画

（Rationalization Plan：RAT Plan）とともに、NIS の維持管理業務を IA に移転する灌漑管理移転

（Irrigation Management Transfer：IMT）を重点項目として位置づけ、組織改革に取り組んでいる。

しかしながら、IMT の実施には一定の期間を要しており、NIA の灌漑維持管理業務は軽減されな

い一方で、RAT Planによる人員削減は計画どおり進んでいるため、全国のNISに対して適切なO&M

の実施が困難な状況に陥っている。 

このような、NIS の基礎情報管理と NIA の人員の不足という課題を踏まえ、NIA の行う NIS の

O&M活動の効率化及び近代化を図ることが求められている。 

                                                        
1 2009年時点の ISF徴収率は平均 56％〔フィリピン国農業・農村開発プロジェクト準備調査（灌漑リハビリ）（2009年）〕。 

 



 

ii 

２－２ 当該国における農業／灌漑セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

フィリピン政府は、「国家開発計画（2011～2016）」の中で、国民の経済成長からの公平な裨益

と、貧困削減につながる「包摂的成長」をめざすと標榜しているが、多くの貧困層が農村部に暮

らし、農業に従事している現状では、自然災害や気候変動などのリスク回避をも含めた農業生産

の安定と生産性の向上は、食糧の安定供給だけでなく、貧困削減を達成するうえでも重要な意味

をもっている。 

フィリピン政府は、2013年末時点でのコメの自給達成を国家の重要目標として掲げ、「必需食糧

充足計画（Food Staple Self-Sufficiency Program）」の下、コメの増産に注力してきた。その結果、コ

メの生産量は徐々に増加しているとされるが、依然として長期的に安定したコメ生産のためには、

さまざまな課題への対応が残されており、課題のひとつである灌漑施設の O&M体制の改善に対し

て本事業は貢献し得る。 

 

２－３ 農業／灌漑セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

わが国は、「対フィリピン共和国国別援助方針」（2012年 4月）の中で、援助の基本方針として、

フィリピン「国家開発計画（2009～2016）」が目標としている「包摂的成長」の実現に向けて経済

協力を実施するとしており、重点分野として、「投資促進を通じた持続的経済成長」、「脆弱性の克

服と生活・生産基盤の安定」、そして「ミンダナオにおける平和と開発」を挙げている。農業／灌

漑セクターへの支援は、重点分野「脆弱性の克服と生活・生産基盤の安定」の開発課題「食糧安

全保障」に区分され、本案件は当該開発課題に対応する協力プログラム「食糧安全保障プログラ

ム」に位置づけられる。 

また、わが国はフィリピンに対して、農業農村開発分野で、数多くの支援を行ってきている。

1960年代後半からこれまで、NIA、農地改革省、農業省を中心に専門家（農業土木技術者）派遣、

開発調査、無償資金協力、有償資金協力を実施してきた。わが国からフィリピンへの近年の主な

灌漑セクターへの支援は以下のとおり。 

・有償資金協力「中部ルソン灌漑事業」（1998～2009） 

・有償資金協力「ボホール灌漑事業 2」（1999～2009） 

・有償資金協力「バゴ川灌漑システム改修・維持管理強化事業」（2002～2010） 

・技術協力プロジェクト「水利組合育成強化プロジェクト」（2005～2007） 

・技術協力プロジェクト「水利組合強化支援プロジェクト」（2007～2011） 

・有償資金協力「灌漑セクター改修・改善事業（National Irrigation Sector Rehabilitation and 

Improvement Project：NISRIP）」（2012～2017） 

 

２－４ 他の援助機関の対応 

フィリピンの灌漑分野への支援は、世界銀行（World Bank：WB）、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）、国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）、

国際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）、韓国国際協力団（Korea International 

Cooperation Agency：KOICA）、中国輸出入銀行（The Export-Import Bank of China：EIBC）などが実

施している。 

現在実施中の灌漑セクターへの協力案件は、2009 年より WB が実施している参加型灌漑開発計

画（Participatory Irrigation Development Project：PIDP）があり、RAT Plan及び IMT実施支援、灌漑
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基施設改修等の活動を行っている。また、韓国や中国政府は灌漑施設建設・改修を核とする支援

を行っている。ADBも IMT実施促進を目的とした灌漑システム運営効率改善計画（Irrigation System 

Operation Efficiency Improvement Project：ISOEIP）の事業化を予定していたが、援助方針の変更に

伴い、現在は検討を中断している。 

 

３．事業概要 

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、対象となる NIS における O&M 活動のためのデータ収集・管理やモニタリング

体制の改善、計画策定手法の導入を通じて、NIAの O&M体制改善を図り、もって全国の NIS

の適切な O&Mに寄与するものである。 

 

（２）プロジェクトサイト／対象地域名 

NIA本部のほか、プロジェクト開始後に選定されるパイロットサイト 

 

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・パイロット NISの O&Mにかかわる NIA中央及び地域事務所の職員（約 50人） 

・パイロット NISの IA及び農家（約 5万人） 

 

（４）事業スケジュール（協力期間） 

2013年 3月～2017年 3月（48カ月） 

 

（５）総事業費（日本側） 

2億 6,000万円 

 

（６）相手国側実施機関 

NIA運営・技術部 

 

（７）投入（インプット） 

１）日本側 

① 専門家派遣：チーフアドバイザー／灌漑計画管理、灌漑 O&M、業務調整／研修、農地

情報整備システム等、4年間で 150MM程度 

② ローカルコスト負担 

③ カウンターパート（Counterpart：C/P）研修（本邦研修、国内研修） 

２）フィリピン側 

① C/P配置 

② 専門家執務室、光熱費等 

③ 活動経費 

 



 

iv 

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）環境に対する影響／用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年

4 月制定）に即して検討したところ、環境に対する影響は最小限であると判断される。

また、用地取得・住民移転等は発生しない。 

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

特になし。 

３）その他 

本案件を通じて、パイロット地域ひいてはフィリピン全国の灌漑施設において適切に

O&Mがなされることで、気候変動による降雨量・降雨パターンの変動する場合でも安定し

た農業生産に寄与することが考えられる。そのため、本案件は気候変動適応に資するとい

える。 

 

（９）関連する援助活動 

１）わが国の援助活動 

本案件で構築される、NIA における NIS の O&M のモデル体制については、今年度から

実施されている有償資金協力「灌漑セクター改修・改善事業（NISRIP）」（2012～2017年）

終了後の対象 NISにおける O&M活動にも活用されることが期待できる。 

２）他ドナー等の援助活動 

本案件と活動レベルで連携すべき他ドナーの援助活動はない。ただし、世界銀行が PIDP

で支援している NIA の RAT Plan 及び IMT については情報を収集し、進捗を確認していく

必要がある。 

 

４．協力の枠組み 

４－１ 協力概要 

（１）上位目標：プロジェクトで導入した運営・維持管理（O&M）体制がパイロットサイト以外

の国営灌漑システム（NIS）で活用される。 

指標： 

・各地方（Region）2で少なくとも 1つのパイロットサイト以外の NISがプロジェクトで導

入した O&M体制を採用する。 

・プロジェクトで導入した O&M体制を採用した NISの支線の XX3％において、O&Mが改

善され、導入前の実灌漑面積に比べて導入後の実灌漑面積が拡大する。 

 

                                                        
2 フィリピンの国土は、3つのブロックに大別され、更に 17の地方（Region）に細分される。 
3 本上位目標及びプロジェクト目標の指標内 XX の数値については、プロジェクト開始後、更なる情報収集のうえ、決定・合

意する。 
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（２）プロジェクト目標：NIAにおいてパイロット NISの O&M体制が整う。 

指標： 

・戦略的な O&M4計画がパイロット NISで実施される。 

・プロジェクトで導入した O&M体制を公式に承認する通達が発布される。 

・O&Mの担当スタッフ（NIAと水利組合）が十分な運営管理能力を持つ。 

・パイロット NISの作付け率が XX％改善される。 

 

（３）成果及び活動 

成果１：O&M 活動に必要な情報の収集・管理方法（O&M 情報収集・管理方法）がパイロ

ット NISで改善される。 

指標： 

1-1：各パイロット NISにおいて、少なくとも 1つの支線水路で更新された地籍図5が作成

されている。 

1-2：幹線水路とその支線水路の少なくとも 1 つが、改善された O&M 情報収集・管理方

法で管理されている。 

1-3：パイロット NISで、更新された地籍図に基づいて作付け・配水計画が策定されるよ

うになる。 

活動： 

1-1：現行の O&M情報収集・管理方法と実施方法をレビューする。 

1-2：テクニカルワーキンググループを組織する。 

1-3：水利組合との間で O&M 情報収集・管理方法と実施方法についてのコンサルテーシ

ョンを開催する。 

1-4：O&M活動に必要な情報をリストアップ、収集、更新する。 

1-5：1-1から 1-4の情報を基に、O&M情報収集・管理方法の改善を検討し、提案する。 

1-6：改善された O&M情報収集・管理方法を試行する。 

1-7：改善された O&M情報収集・管理方法活用のためのマニュアルを作成する。 

1-8：改善された O&M 情報収集・管理方法活用のために、NIA・水利組合スタッフの能

力強化を実施する。 

1-9：改善された O&M情報収集・管理方法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

成果２：O&M活動のモニタリング体制がパイロット NISで改善される。 

指標： 

2-1：O&M計画が正確で更新されたデータを用いて策定されている。 

2-2：灌漑区のプロファイルが正確かつ更新された情報で作成される。 

2-3：O&M モニタリングの標準手法（情報収集、集約、分析、報告、意志決定）が整備

される。 

                                                        
4 本プロジェクトを通じて整備される NIS の基礎情報データやパフォーマンスに基づき、NIS 内水路の維持管理の必要性や運

営上の配水等の優先度が整理され、そちらに基づいて実施される O&Mを意図している。 
5 一筆ごとの土地の区画を示す境界（筆界）、その番号（地番）、地目、面積などが記入されている大縮尺の地図。 
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活動： 

2-1：現行の O&Mモニタリング体制をレビューする。 

2-2：テクニカルワーキンググループを組織する 

2-3：O&Mモニタリング体制のモデルを提案する。 

2-4：O&Mモニタリング体制の試行を行う。 

2-5：改善された O&Mモニタリング手法のマニュアルを作成する。 

2-6：改善された O&M モニタリング手法実践のために NIA・水利組合スタッフの能力強

化を実施する。 

2-7：改善された O&Mモニタリング手法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

成果３：パイロット NISの O&M計画が策定される。 

指標： 

3-1：パイロット NISでの試行結果を基に、O&M計画における優先順位が明らかとなる。 

活動： 

3-1：O&M計画策定の現状をレビューする。 

3-2：テクニカルワーキンググループを組織する 

3-3：O&Mの計画策定方法を改善する。 

3-4：改善した O&M計画策定方法を試行する。 

3-5：O&M計画策定方法のマニュアルを作成する。 

3-6：改善された O&M 計画策定手法のために、NIA・水利組合スタッフの能力強化を実

施する。 

3-7：改善された O&M計画策定手法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

（４）プロジェクト実施上の留意点 

１）プロジェクトのパイロットサイトについて 

本案件のパイロットサイトの選定については、原則として既往有償資金協力事業で対象

となった NIS を中心とし、これまでの協力の更なる効果発現に努めつつ、他の NIS にも知

見の適用を図れるような選定を行う。なお、各地方の NIA 事務所がプロジェクト終了後に

独自にプロジェクト成果の普及を図れるよう、できるだけ多様な地方をカバーする。また、

パイロットサイトの数・地域については、プロジェクト開始後に現地踏査を行い、その結

果を踏まえ合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）にて最終決定される。 

２）プロジェクトの運営方針について 

前述のとおり、現在のフィリピン国内における NIS の管理状況は、人員不足のため NIS

全体での作付け率等のパフォーマンスのモニタリングも不十分であり、改修履歴や損傷状

況も正確に把握されていない。そのため、施設修繕・改修が必要な NIS が把握できず、適

切なタイミングでの施設修繕・改修のための計画・予算要求が困難になり、NISの O&Mが

できていない。その結果、NISの灌漑可能面積の低下につながり、作物生産性に対し悪影響

を及ぼしている。今後 NIS を継続的に有効活用するためには、NIS の基礎情報や灌漑パフ

ォーマンスのモニタリング結果を反映した適切な O&M計画の策定が必要である。そのため、

本プロジェクトでは、NIS の管理機関である NIA において適切な O&M を行うための体制
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を整備すべく、基礎情報の収集・更新体制の改善（成果１）、灌漑施設のパフォーマンスの

モニタリング体制の改善（成果２）、そして成果１と成果２の情報に基づいた、O&M 計画

の策定（成果３）について協力を実施する。 

なお、本案件では、最大限で 10カ所のパイロット NISで活動を展開する予定である。そ

のため、活動はパイロット NIS の全域を対象とするのではなく、まず幹線水路と付随する

代表的な支線水路 1 カ所を活動対象範囲として選択し、集中して試行することにより、効

率的に複数のパイロットサイトでの活動を行う。これは、パイロットサイトを多めにとり、

さまざまな地域の状況を踏まえた O&M計画を NIAが策定できることを狙いとしているが、

マニラをハブとしたフィリピン国内の移動手段は、空路・陸路ともに、比較的整っている

とはいえ、10 カ所の活動を適切に管理することは負荷の大きい業務である。また、地域的

には専門家が頻繁に訪問することができない場合も考えられるため、NIA 本部や地方事務

所（パイロット NIS の地方事務所、灌漑管理事務所等）で設置されるテクニカルワーキン

ググループ（Technical Working Group：TWG）が核となって活動を進めていく予定であるが、

これらのグループ間の情報共有をできるだけ密に行い、進捗管理を適切に実施するように

留意する。 

また、プロジェクトを通じて構築される O&Mのモデル体制（情報管理体制整備からそれ

に基づいた計画策定・実施まで）の活用については、NIA内の通達としてルール化される。

それをもってパイロットサイト以外の NIS でもモデル体制が導入され、より実際の状況に

基づいた O&M計画が策定、実施され、上位目標が達成されることを想定している。 

３）RAT Plan／IMTの進捗との調整 

2008年以来実施されている合理化計画により、NIAの人員は大幅に削減されてきている。

調査時点では、人員削減はひと段落し、臨時職員の雇用が開始されたとの情報を得ている

こと、また、NIA からはプロジェクトのスタッフの配置に十分な配慮を行う旨を確認して

いるが、合理化計画の動向についても継続して留意する必要がある。 

IMTについても、プロジェクト期間中に、現状（ほとんどの IAが、最末端の灌漑施設の

みを管理している）からの大幅な進展は期待できず、本案件の活動のあり方に及ぼす影響

は少ないと思われる。しかし、その進捗如何では、維持管理活動に占める IAの比重が大き

くなることも想定される。 

 

４－２ その他インパクト 

上位目標が達成されれば、NISの O&M状況が改善され、灌漑用水の効率的な利用によって灌漑

面積の拡大や作付け率の向上に貢献し、地域社会における農業生産の安定を通じて、将来的には

国家開発政策の重点目標である食糧安全保障及び貧困削減に貢献することが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１）事業実施のための前提 

・特になし。 

 

（２）成果達成のための外部条件 

・特になし。 
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（３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・パイロット NISの灌漑施設が自然災害で甚大な被害を受けない。 

 

（４）上位目標達成のための外部条件 

・フィリピン政府において灌漑にかかわる政策全般（例：IMT政策）の優先度が継続する。 

・プロジェクトで導入した O&M 体制が導入されるパイロットサイト以外の NIS の灌漑施

設が、自然災害で甚大な被害を受けない。 

 

６．評価結果 

本事業は、フィリピンの開発政策、開発ニーズ（実施機関、地域コミュニティ）、日本の援助政

策と十分に合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

本案件は、フィリピン国内の NIS の O&M 実施体制の確立を主目的としており、灌漑施設の改

修やポンプシステムの燃料代負担等の物理的なインプットはプロジェクトの範囲には含まれてい

ない。 

フィリピンも含め、各国における大半の過去の灌漑セクターへの支援は、灌漑施設の物理的な

整備（新設・改修）を主目的とし、その効果を上げるための手段として O&M活動を展開している。

また、IA の能力強化や圃場レベルでの営農技術の普及を目的とした技術協力はフィリピンにおけ

る「水利組合強化支援プロジェクト」含め数多くみられるが、本案件は、これらのいずれとも異

なるアプローチをとっている。 

したがって、厳密な意味で、本案件に適用する過去の教訓を得るのは困難であるが、フィリピ

ン「水利組合強化支援プロジェクト」（2007～2011）の Terminal Report に述べられた教訓のうち、

以下は、本案件でも留意する。 

 地域ごとの特徴と IAの強化：各地域によって自然条件、IAの能力、作付け体系等が異なる

ため、プロジェクトで提唱する手法の適用には、現地の条件に基づく実施スケジュールを想

定する必要がある。 

 フィリピンでは洪水等の自然災害が頻繁に発生するため、プロジェクト実施への影響を与え

る可能性がある。そのため、活動計画の策定にあたっては自然災害等のプロジェクトへの影

響を考慮し、プロジェクトの進捗に影響が及ぶ場合に、可能な範囲でプロジェクトの活動計

画の見直しや当該サイトの目標設定の変更検討、そして対象地域（パイロットサイトや支線

水路など）の変更などを想定したものとするよう配慮する。 

 灌漑事業の O&M を成功に導くには、さまざまなステークホルダー間の調整が求められる。

特に現場レベルでのシステム管理委員会（System Management Committee：SMC）の存在は

重要で、SMC が効果的に機能することで初めて関係組織からの協力が得られて、効果的な

O&M計画と活動の実施が可能となることに留意する。 
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８．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 

４．４－１のとおり。 

 

（２）今後の評価計画 

事業開始 6カ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6カ月前 終了時評価 

事業終了 5年後6 事後評価 

 

                                                        
6 本案件で構築する O&Mのモデル体制では、O&Mのための基礎情報を揃えたうえで計画策定を行うため、事業終了後 3年後

では他の地域で活用されているか否か判断が困難であることが想定される。そのため、事後評価は事業終了から 5 年後に実

施することが望ましい。 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）において、農業は総就業人口の 35％（1,180

万人）が従事し、GDP の 12％（WB 世界開発指標：2010 年）を占める主要産業のひとつである。

しかし、近年人口増加が著しい同国では、主食であるコメの生産量が需要増加に追いつかないた

め、2007年以降、年平均 200万 tを輸入している。そのため、現在フィリピンはナイジェリアに並

ぶ世界の主要コメ輸入国となっており、その量は国内年間消費量の約 10％に当たり、食糧安全保

障の観点から、自国内でのコメの生産性向上が課題となっている。この課題を達成するためには、

生産性向上のための基礎インフラである国営灌漑システム（National Irrigation System：NIS）が継

続的に効果的・効率的に運用される必要がある。 

NISは国家灌漑公社（National Irrigation Administration：NIA）によって管理される灌漑システム

で、現在フィリピン国内に 212 カ所あり、その灌漑面積は 76 万 5,000ha とフィリピンの灌漑面積

の半分を占めている。しかし、多くの NIS では、土地台帳や施設の改修履歴、灌漑面積、水利費

（Irrigation Service Fee：ISF）徴収額、作付け率等の基本情報や、洪水や干ばつなどの被害状況が

十分に把握されていないため、現在の施設能力を反映した適切な配水計画や維持管理計画が策定

されないなどの問題が生じている。このように灌漑施設の運営・維持管理（Operations and 

Maintenance：O&M）が不十分であることから、灌漑可能面積の縮小を招き、灌漑施設の利用者で

ある農民からの ISF 徴収率の低迷につながっている。また、基本的に NIA は NIS の O&M 費を水

利組合（Irrigator's Association：IA）経由で農民から徴収する ISFで賄っているため、施設維持管理

に投入できる予算が恒常的に不足する状況となり、更なる灌漑施設の機能低下を招く悪循環に陥

っている。 

かかる状況のなか、NIA は 2008 年以来、人員削減と業務内容の見直しを図る合理化計画

（Rationalization Plan：RAT Plan）とともに、灌漑事業の運営管理費削減のために NISの維持管理

業務を IAに移転する灌漑管理移転（Irrigation Management Transfer：IMT）を重点項目として位置

づけ、組織改革に取り組んでいる。しかし、IMT の実施には一定の期間を要しており、NIA の灌

漑維持管理業務は軽減されない一方で、RAT Plan による人員削減は計画どおり進んでいるため、

全国の NIS に対して適切な O&M の実施が困難な状況に陥っている。以上を踏まえ、限られた人

員で効率的に各種灌漑施設の状況を示す情報及び灌漑パフォーマンスのモニタリング体制、さら

に集約した情報を分析したうえでの戦略的な O&M計画の策定が望まれている。 

このような状況のなか、効果的・効率的な灌漑施設維持管理のノウハウや技術をもち、フィリ

ピンに対して灌漑分野の技術支援を長期にわたり実施してきたわが国に対し、フィリピン政府か

ら本件への技術支援が要請された。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

上記の経緯を踏まえ、フィリピンに対して NIS の O&M 体制の改善のための技術協力プロジェ

クトを実施すべく、以下の項目について詳細計画策定調査を実施した。 

 

（１）技術協力プロジェクトの実施にあたり、本事業の目的、実施の仕組み等について、案件関

係者の理解を得る。 
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（２）プロジェクト実施機関・関連機関の状況を把握し、実施体制（役割、人員、組織体制、予

算、実施能力等）を明らかにする。 

 

（３）プロジェクトに関する５項目評価を行い、計画内容の妥当性の確認、プロジェクト計画（案）

〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画表（Plan of 

Operations：PO）を含む〕、事業事前評価表（案）を作成する。 

 

（４）協議結果を議事録として協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に取りまとめ、署名・交

換する。 

 

１－３ 団員構成 

担当分野 所属先 氏 名 

団長／総括 JICA国際協力人材部国際協力専門員 佐藤 武明 

灌漑管理 農林水産省農村振興局整備部設計課 管理官 前田 健次 

評価分析 株式会社レックス・インターナショナル 東野 英昭 

協力企画 JICA農村開発部水田地帯第一課職員 猪上 美代子 

 

１－４ 調査日程 

日 付 東野団員（評価分析） 
佐藤団長（総括） 

前田団員（灌漑管理） 
猪上団員（協力企画） 

2012/7/8 日 成田発 09：30 → Manila着 13：15（JL741）  

2012/7/9 月 
09：30～12：00 JICAフィリピン事務所表敬訪問・打合

せ 
14：00～17：00 NIA表敬訪問 

 

2012/7/10 火 
09：00～17：00 NIAでの協議（関係者へのヒアリング、

JICA側からの PDM改訂案の説明） 
 

2012/7/11 水 

Manila発 08：20 → Iloilo着 09：35（PR141） 
10：00～11：30 NIA-RIO（Region Ⅵ）での関係者への

インタビュー 
13：00～17：00 現地調査（Barotac Viejo NIS） 

 

2012/7/12 木 09：00～17：00 現地調査（Mambusao NIS）  

2012/7/13 金 

07：30～08：30 Iloilo → Bacolod（海路） 
09：00～12：00 NIA-IMO（Negros Occidental）での関係

者へのインタビュー 
13：00～15：00 現地調査（Bago NIS） 
Bacolod発 18：45 → Manila着 19：55（PR136） 

 

2012/7/14 土 資料作成  

2012/7/15 日 
AM   資料作成 
16：00 団内協議 

成田発 09：30 →  
マニラ着 13：15（JL741） 
16：00 団内協議 

2012/7/16 月 
09：00～10：00 JICAフィリピン事務所表敬訪問・打合せ 
11：00～12：00 団内協議 
14：00～17：00 NIA表敬訪問・協議 
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2012/7/17 火 
09：00～11：00 NIAとの協議（案件内容及び日程確認） 
11：00～14：00 Manila-Pampanga 
14：00～18：00 現地調査及び関係者へのインタビュー（Pampanga Delta） 

2012/7/18 水 
07：00～19：00 現地調査及び関係者へのインタビュー（Amburayan NIS）現地調査終

了後、マニラに移動 

2012/7/19 木 
09：00～12：00：団内協議・資料作成（M/M案及び PDM案について） 
14：00～17：00：NIAとの協議（M/M案及び PDM案について） 

2012/7/20 金 09：00～17：00：NIAとの協議（引き続き、M/M案及び PDM案について） 

2012/7/21 土 資料作成 

2012/7/22 日 団内協議 

2012/7/23 月 09：00～17：00 NIAとの協議（M/M案） 

2012/7/24 火 
09：00～12：00 団内協議（M/M案及び帰国報告内容） 
13：00～17：00 資料作成 

2012/7/25 水 
09：00～11：00 M/M署名（NIA） 
14：00～15：00 JICAフィリピン事務所への帰国報告 
16：00～17：00 在フィリピン日本大使館（青木書記官）への帰国報告 

2012/7/26 木 マニラ発 14：30 → 成田着 19：35 

 

１－５ 主要面談者、協議参加者 

付属資料３を参照のこと。 
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ フィリピンの農業／灌漑セクターの開発政策 

フィリピンにおいて、農業は就業人口の 35％（1,180万人）が従事し、GDPの 12％を占める（WB・

世界開発指標：2010年）主要産業のひとつである。2005年以降の人口増加率は約 2％（年間約 150

万人ずつ）のペースで増加し続けており、食糧需要量が年々高まっている。このように、主食の

コメに対する需要は高まる一方であるにもかかわらず、自国内での生産量は需要増加に追いつか

ず、現在フィリピンはナイジェリアに並ぶ世界最大規模のコメ輸入国となっている（表２－１）。

この輸入量は国内年間消費量の約 10％に当たり、食糧安全保障の観点から、自国内でのコメ生産

性向上が課題となっている。 

 

表２－１ 主なコメ輸入国のコメ輸入量 
（単位：千 t） 

国 名 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012 

フィリピン 2,500 2,000 2,400 1,500 2,200

ナイジェリア 1,800 2,000 2,000 2,300 2,200

イラン 1,430 1,470 1,000 1,400 1,500

イラク 975 1,089 1,140 1,150 1,200

サウジアラビア 1,166 1,072 1,069 1,100 1,150

出典：米国農務省 

 

これに対し、フィリピン政府は、2013 年末時点でのコメの自給達成を国家の重要目標として掲

げ、「必需食糧充足計画（Food Staple Self-Sufficiency Program）」の下、コメの増産に注力してきた。

フィリピン政府は、2013 年末にコメの需給を達成できるとしているが、将来にわたる長期的なコ

メの自給を達成するためには、安定的なコメ生産の前提となる灌漑施設の改修や維持管理体制の

改善を含め、さまざまな課題への対応が求められている。 

また、フィリピン政府は、「国家開発計画（2011～2016）」の中で、国民の経済成長からの公平

な裨益と、貧困削減につながる「包摂的成長」をめざすと標榜している。多くの貧困層が農村部

に暮らし、農業に従事している現状では、自然災害や気候変動などのリスク回避をも含めた農業

生産の安定と生産性の向上は、食糧の安定供給だけでなく、貧困削減を達成するうえでも重要な

意味をもっている。 

また、フィリピンにおいて、灌漑農業は同国における水資源の最大の消費活動であり、今後の

持続的な水資源利用の視点からも、適切な灌漑施設の維持管理の実現が求められている。 

 

２－２ フィリピンの農業／灌漑セクターの現状と課題 

２－２－１ 基本情報 

（１）気候と地理 

フィリピンは、北緯 4度 23分～21度 25分、東経 116度～126度 30分に位置し、国土面

積がおよそ 29万 9,000km2（日本の 8割程度）、大小 7,000以上の島々から成る島嶼国であ

る。ルソン島、セブ島、レイテ島、ネグロス島、ミンダナオ島、セブ島等を含む主要な 13
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の島が国土のほとんどを占める。年間の平均気温は 30度前後、年間降雨量は 2,500mm程度

であり、一般に 6 ～10月が雨期、3 ～ 5月が乾期にあたるとされるが、地域によって差異

がみられる。 

 

表２－２ フィリピンの気候区分 

区 分 雨期と乾期 該当地域 

I型 
雨期：5 ～10月、乾期：11～ 4月 

雨期と乾期の区別が明確。 

ルソン島、ミンドロ島、パナイ島、ネグ

ロス島の西側 

II型 
11～ 1 月の降雨量が多く、明確な乾期

なし。 

ビコール地方、サマール島、レイテ島、

ミンダナオ島の東側半分 

III型 
11～ 4 月はやや乾燥気味で、雨期・乾

期の区別が不明瞭。 

カガヤン渓谷、ネグロス島東側、セブ島

南西部、ミンダナオ島西端 

IV型 年間を通して平均的な降雨がみられる。
ルソン島北東沿岸、ボホール島、ミンダ

ナオ島中南部など 

出典：食品産業進出可能性調査報告書 2010.3 JETRO 

 

（２）農地 

国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）統計によれば、国土面積に

占める農用地は 2007 年に 1,150 万 ha（国土の 38％）となり、1961 年の 771 万 ha から 379

万 ha 拡大した。これは主に森林・林地面積の減少によってもたらされた。灌漑面積は 90

年以降増加がみられずに逆に減少している。この要因としては、農地の宅地などへの転用

と、維持管理できなくなった灌漑施設の機能低下・老朽化が考えられる（JETRO：2010.3）。 

 

表２－３ フィリピンにおける土地利用計画と灌漑面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：食品産業進出可能性調査報告書 2010.3 JETRO 

 

土地利用変化と灌漑施設の老朽化が相まって、灌漑事業の機能と効果の発現に影響を与

えているものと推察される。 

 

２－２－２ 農業／灌漑セクターの現状と課題 

「国家開発計画（2011～2016）」によれば、2009年時点で、フィリピン全体で灌漑が行われて
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いる面積は 154 万 ha であるが、その半分に当たる 76.5 万 ha を占めるのが、NIA が運営する全

国 212カ所の NISであり、同国のコメ生産に貢献することが期待されている。 

しかし、多くの NIS では、施設の老朽化に加え、土地台帳や灌漑面積、作付け率などの基本

情報や、洪水や干ばつなどの被害状況の把握がなされていないため、適切な配水計画や作付け

計画が策定されないなどの問題が生じている。また、施設の改修履歴なども正確に把握されて

いないために、適時の施設改修や工事の実施が困難な状況にある。 

NIA は運営費を農民から徴収する ISF で賄っているが、灌漑施設の老朽化、不適切な維持管

理は、灌漑面積の縮小、ISF徴収率の低下につながり、施設維持管理に投入できる予算が恒常的

に不足する状況となり、更なる灌漑施設の機能低下を招く悪循環に陥っている。 

このような状況のなか、NIAは 2009年以来、人員削減と業務内容の見直しの RAT Planととも

に、灌漑事業の運営管理費削減のために NIS の維持管理業務を IA に移転する IMT を重点項目

として位置づけ、改革に取り組んできている。ところが、実際には、組織改革による人員削減

は進んだものの1、IMT は計画どおりに実施できていないことから、NIS の O&M 活動は、ます

ます困難となっている。 

 

２－２－３ 灌漑農業の現状と課題 

（１）灌漑農業の現状 

灌漑はフィリピンの農業開発並びに食糧自給達成のために不可欠の技術であることはい

うまでもない。 

しかし、フィリピンの灌漑農業の現況をみると、2009 年末時点で、灌漑農業の実施地区

は、灌漑可能地の推定面積 313 万 ha の 49％にあたる 154 万 ha にとどまっており、フィリ

ピン政府は､貧困削減対策並びに食糧自給の視点から、これを問題視している。 

フィリピンにおける灌漑農業の実施形態は 3 種類に区分されるが、全灌漑実施面積の内

訳としては、およそ半分に当たる 76万 5,000ha（49.7％）を NISが占め、次いで地域灌漑シ

ステム（Communal Irrigation System：CIS）が 55万 8,000ha（36.2％）、それ以外の私的灌漑

システム（Private Irrigation System：PIS2）が 21万 7,000ha（14.1％）となっている。 

このように、160 万 ha に及ぶ面積で、灌漑が実施されていない状況が存在する一方で、

人口増加の著しい地域では、開発圧力（宅地やゴルフコース等への用地転換）が高まって

おり、農地の転用傾向もみられる。 

 

                                                        
1 NIA本部での聞き取りによれば、RAT Planによって、NIAスタッフの数は 2008年時点の 11,414人から、2012年末には、お

よそ 1/3に当たる 3,819人に削減される予定である。 
2 灌漑関係の文献では、PISは小規模な揚水灌漑システム（Pump Irrigation System）を意味することもあるが、ここでは、引用

元の国家開発計画の表記に従った。 
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表２－４ フィリピン各地域の灌漑農業実施状況（2009年末時点） 

地 域 
灌漑可能 
面積（ha） 

灌漑面積（ha） 

灌漑未開

発面積 
（ha） 

国家灌漑

システム

（NIS） 

    

地域灌漑

システム

（CIS） 

私的灌漑

システム

（PIS） 
合 計 

灌漑開発 
比率（％） 

コルディリェラ

行政地域 
99,650 22,622 35,351 22,912 80,885 81 18,765

Region I 277,180 57,567 96,654 27,329 181,550 65 95,630

Region II 472,640 142,530 41,775 23,095 207,400 44 265,240

Region III 498,860 202,311 78,008 20,555 300,874 60 197,986

Region IV 246,960 53,146 53,133 17,962 124,241 50 122,719

Region V 239,660 20,530 70,050 29,484 120,064 50 119,596

Region VI 197,250 53,191 20,372 5,499 79,062 40 118,188

Region VII 50,740 10,040 22,529 2,539 35,108 69 15,632

Region VIII 84,380 19,104 29,748 4,466 53,318 63 31,062

Region IX 76,080 15,162 19,739 1,972 36,873 48 39,207

Region X 120,700 26,419 23,564 14,764 64,747 54 55,953

Region XI 149,610 33,971 15,639 25,915 75,525 50 74,085

Region XII 293,610 62,437 22,255 17,296 101,988 35 191,622

イスラム教ミン

ダナオ自治地域 
156,720 16,520 7,095 225 23,840 15 132,880

カラガ地方 162,300 29,427 21,719 3,316 54,462 34 107,838

合 計 3,126,340 764,977 557,631 217,329 1,539,937 49 1,586,963

出典：「国家開発計画（2011～2016）」 

 

（２）NISの O&M活動実施体制 

NISの O&M活動は全国 13カ所の地域灌漑事務所（Regional Irrigation Office：RIO）の傘

下にある灌漑管理事務所（Irrigation Management Office：IMO）の O&Mによって実施されて

いる（図２－１）。特に大規模な灌漑事業の場合には、総合灌漑事業として区別され、District 

Officerにより管理されるものもあるが、O&M活動の形態は通常の NISと同様である。 

NISで集計されている O&M関連のデータは、灌漑面積、作付け面積、収穫面積、収穫量

などである。これらのデータ収集の最小単位は、圃場分水工の灌漑受益グループ（Turnout 

Service Area Group：TSAG）であり、配置された Water Resources Operatorと呼ばれるスタッ

フが、水利組合員から TSAG ごとに各圃場の作付け情報等を得て、これをその上司にあた

る上級配水施設担当技官（Senior Water Resources Facilities Technician：SWRFT）が集約し、

NIS 単位で取りまとめることで開始される。NIS 単位で取りまとめられたデータは、当該

NISの配水計画や作付け計画の策定のベースデータとなる（配水計画や作付け計画は、IMO

所長のほかに、地方政府も含めたシステム管理委員会（System Management Committee：SMC）

での協議と承認が必要となる）。 

IMO 所長が承認したこれらのデータは RIO に提出され、地域（Region）単位の情報とし

て取りまとめられて NIA 本部の統計部門に提出され、さらに、全国のデータの集計が行わ

れる。 

主にダムや頭首工などの大規模構造物の O&M 活動は IMO が担当し、不十分な予算及び
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人員体制のなかで限定的な対応がなされている。幹線水路から下流側に設置される施設は、

灌漑システム事務所（Irrigation System Office：ISO）が管理している。しかしながら、利用

されているインベントリ調査様式の内容は､NIS の基本情報（施設の種類、位置、設置箇所

数等）のみにとどまり、施設の稼働状態を正確に把握できる項目が不足している。そのた

め、水路の破損や機能不全を適時に把握し、対応できる体制ではない。 

なお、灌漑施設の改修については、小規模な改修の場合には IA が自ら実施し､作付け期

の合間（45日程度）に改修を行っている。大規模な改修については、IMOが対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：NIA HP 

図２－１ NIA組織と NISにおける O&M活動の担当部署 

 

（３）灌漑事業の課題 

「国家開発計画（2011～2016）」によれば、ほとんどの NIS及び CISは目標を達成できて

いないことが問題視されてる。その原因として、NIAや地域政府の財政不足から、O&Mが

適切に行われていないことに加えて、定期的な施設改修の不備、水源の管理が不適切であ

ることなどが挙げられている。この結果、全国の灌漑システムの灌漑作付け率は、目標で
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ある 200％を大幅に下回っている。また、多くの灌漑システムで、灌漑施設の機能不全がみ

られ、改修を必要としている。このような状況のなか、フィリピン政府は、国家開発計画

の中で、以下の戦略をもって対応する方針を表明している。 

１）既存の灌漑システムの改修と小規模な灌漑システムの新設 

既存の灌漑システムの改修と維持に注力する。早急に改修を必要とする灌漑システム

に予算を合理的に配分する。財源として国家灌漑管理予算（National Irrigation Management 

Fund：NIMF）、地域灌漑開発予算（Communal Irrigation Development Fund：CIDF）、

Patubigayan 信託基金（Patubigayan Trust Fund：PTF）等が充てられる。自然災害による

NISの灌漑施設の損傷への対応には、NIA独自の予算も充当される。 

また、新規灌漑システムの開発は､経済性を考慮し、小規模システムとため池灌漑の導

入に集中させる。 

２）灌漑地域及び灌漑可能地域の保護 

フィリピン政府は、食糧供給体制の強化・推進と並んで用地転用による灌漑可能地域

の減少についても問題視しており、農地の保全のための政策の見直しが検討されている。

このためには、灌漑実施地域と灌漑可能地域を正確に示す土地利用図の作成が求められ

るとしている。 

３）ISFの従量課金システムの導入 

フィリピン政府は灌漑用水の効率的な利用のために、IA に対して、従量課金システム

の適用が有効であるとの考えをもち、NIA としても、水利組合員おのおのからの ISF 徴

収の手間が省け大幅な省力化が達成できるとしている。従量課金制度は､灌漑用水排水サ

ービス契約の信頼性を高めるとともに、灌漑配水システムの適切な維持管理の意識を高

め、公平な配分と用水の節約意識の向上につながると考えられるので、二次水路以下の

全体の施設の IMT契約を結んだ IAについて、この課金システムの採用は有効な選択肢の

ひとつとなり得る。 

４）IMTの実施 

IMTは、NISの O&M活動の責任を部分的に委譲するプログラムである。4種類の契約

形態（Model-1～Model-4）によって、IAが担う O&Mの責任範囲が異なる。 

 

表２－５ NIAと IA間の契約形態 

契約形態 特 徴 

Model-1 圃場への分水工以下（mainfarmditch）の維持管理のみを担う。 

Model-2 二次水路の分水工以下（sub-lateral）の施設の維持管理を担う。 

Model-3 頭首工の管理を除く灌漑施設の維持管理を担う。 

Model-4 頭首工の管理を含むすべての灌漑施設の維持管理を担う。 

 

このプログラムが進行すると3、将来的には NIA の担当する NIS は、現在の 10％程度

                                                        
3 NIAからは、IMTの進捗についての聞き取りでは、2012年の第1四半期時点で、ほぼ半分のIAでModel-1の契約が締結されてい

るとのことであった。 
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の灌漑面積のみになると見込まれており、業務運営コストと政府からの財政負担の削減

が期待できる。農民側は、IMT の実施で、灌漑システムの運営に関する意志決定プロセ

スに参加でき、灌漑サービスの向上、水利組合員の能力強化、公平な用水の配分などの

実現が期待されている。 

 

（４）NISの現状と課題 

NIAが管理する全国 212カ所のNISは、古いものでは 1960年代に建設された施設もある。

建設から長期間経過した NIS では、周辺の森林の荒廃による基底流量の減少や気候変動の

影響等による河川からの取水量の変化、沈積物の増加による水路断面及び勾配の変化を受

け、建設時に有していた受益面積が変化している可能性がある。 

しかし、これら NIS は建設から半世紀以上過ぎても更新されずに使用され続けており、

老朽化による施設機能の低下がみられている。 

今回の詳細計画策定調査期間中に、調査団は、Region I、Region III、Region VIにおいて

計 5 カ所の NIS を視察する機会を得た。いずれの NIS も建設後一定期間経過しているもの

であるが、有償資金協力による改修が行われた Bago灌漑システムを除いて、大規模な改修

工事はなされていなかった。 

また、河川に設置された取水ゲートから流下する幹線水路では上流側はライニングされ

ているものの、下流部では土水路の部分もみられた。さらに、支線水路では土水路が多く、

水路内部や斜面には多くの雑木が繁茂している箇所があり、特に乾期の用水量の少ない時

期には、スムーズな用水の流下を阻害しているものと推察される。 

視察した NISの IAは、比較的良く組織されており、直轄管理区間以下の区間での施設の

機能は維持されていた。しかし、乾期には水路内に堆積した土砂の影響で上流からの用水

が末端まで届かない場合があることや、上流での過剰取水及び排水機能の低下等が指摘さ

れた。 

 

（５）NISの O&M活動における課題 

（４）のような状況であれば、通常は施設の更新にあたり、事業計画が見直されるべき

である。しかし、フィリピン政府の財政事情を考慮すれば、直ちに事業計画を見直した改

修を進めることは困難と考えられる。 

加えて、NIA本部での聞き取りの結果、NISの O&M活動上の課題として、土地台帳や灌

漑面積、ISF徴収額、作付け率などの基本情報の欠如や、洪水や干ばつなどの被害状況につ

いて正確に把握がなされていないため、適切な配水計画や作付け計画の策定が困難である

ことが挙げられた。実際に調査団が視察した NIS では、配水計画や作付け計画の作成の基

礎情報である地籍図（Parcellary Map）について、過去 20年以上の間、多くの NISでデータ

の更新が滞っていることが確認できた。 

（１）でも述べたが、各 NISでは、農民（IA）からの作付け状況等の情報を末端水路（TSAG）

の担当職員が収集し、集計する仕組みは形式的には整っており、IMO のスタッフは日常業

務としてこれを行ってきた経験を有している。また、それに用いるフォーマット類もひと

とおり用意されていると評価できる。しかし、集計されたデータの数値には、不適切なも

のも散見され、信頼性には疑問が残る。 
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また、NIAの RAT Planの影響により、一連の灌漑システムを適切に運営・維持管理、運

用、操作する人員が不足している。 

 

（６）NIAの歳入と歳出 

下表に示すように支出が歳入を上回る傾向は変わらないものの、2008 年以降は歳入が増

え、歳出も増えている。これは、IA から未払いの ISF を徴収するための優遇策（早期現金

払いの場合の割引、過去の未払い金への優遇等）が実施された効果が出た一方、RAT Plan

の実施による退職者への退職金の支払いが膨らんだためである。RAT Planは、2013年度ま

での実施であるため、このまま、歳入が増加していけば、財政状況は底を打ち、今後改善

されることも期待される。 

 

表２－６ NIAの歳入と歳出（1993～2009年末） 

年 度 歳 入 
歳 出 収 支 

現金支出 非現金支出 合 計 現金支出 全支出 

1993 690.67 697.09 30.36 727.45 6.42 36.78

1994 750.45 789.22 297.11 1,086.33 38.77 335.88

1995 792.47 873.16 300.41 1,173.57 80.71 381.10

1996 1,008.93 1,028.05 258.15 1,286.20 19.12 277.27

1997 1,327.05 1,224.63 313.28 1,537.91 102.42 210.86

1998 1,332.84 1,343.43 295.18 1,638.61 10.59 305.77

1999 1,224.67 1,221.25 496.05 1,717.30 3.42 492.63

2000 1,152.83 1,274.83 525.95 1,800.78 122.00 647.95

2001 1,325.40 1,262.32 356.02 1,618.34 63.07 292.94

2002 1,430.38 1,371.23 554.72 1,925.95 59.15 495.57

2003 1,525.03 1,482.56 465.52 1,948.08 42.47 423.05

2004 1,423.36 1,408.70 146.38 1,555.08 14.66 131.72

2005 1,629.14 1,524.94 229.10 1,754.04 104.20 124.90

2006 1,631.37 1,596.28 365.73 1,962.01 35.09 330.64

2007 1,736.33 1,679.65 334.17 2,013.82 56.68 277.49

2008 2,865.40 2,535.63 593.38 3,129.01 329.77 263.61

2009 2,672.12 2,113.72 582.38 2,696.10 558.40 23.98

2010 2,692.02 n.a. n.a. 2,906.88 n.a. 214.86

2011 2,773.82 n.a. n.a. 3,067.82 n.a. 294.00

2012 4,280.80 n.a. n.a. 4,446.58 n.a. 165.78

2013（計画値） 4,868.53 n.a. n.a. 4,861.12 n.a. -7.41

出典：NIA Corporate Plan2010～2020及び詳細計画調査団 

 

（７）ISF徴収の現状 

表２－７は、ISFの徴収について、1993～2009年までの実績を取りまとめたものである。

2009年時点でも、徴収率は 55％程度であり、今後の改善が望まれるが、2000年前後と比較

すると改善傾向がみられる。 
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表２－７ 水利費徴収の現状 
（単位：100万ペソ） 

年 度 
当期の徴収 過去の徴収 徴収率 

徴収可能額 実際の徴収額 徴収可能額 実際の徴収額 現行の徴収 過去の徴収

1993 609 271 2665 60 44.5％ 2.3％

1994 651 284 3219 67 43.6％ 2.1％

1995 605 266 3254 82 44.0％ 2.5％

1996 720 324 3563 113 45.0％ 3.2％

1997 813 385 4095 125 47.4％ 3.1％

1998 677 244 4426 88 36.0％ 2.0％

1999 697 252 4681 78 36.2％ 1.7％

2000 729 332 5319 96 45.5％ 1.8％

2001 749 391 5815 97 52.2％ 1.7％

2002 1038 552 6307 123 53.2％ 2.0％

2003 1035 574 5548 146 55.5％ 2.6％

2004 1079 612 6074 168 56.7％ 2.8％

2005 1172 640 6261 161 54.6％ 2.6％

2006 1134 615 6734 198 54.2％ 2.9％

2007 1123 653 7035 167 58.1％ 2.4％

2008 1220 767 8195 170 62.9％ 2.1％

2009 1713 945 7789 180 55.2％ 2.3％

出典：NIA Corporate Plan 2010～2020 

 

２－３ わが国・JICAの支援状況と援助実施方針 

２－３－１ 支援状況 

わが国はフィリピンに対して、農業農村開発分野で、数多くの支援を行ってきている。1960

年代後半からこれまで、NIA、農地改革省、農業省を中心に専門家（農業土木技術者）派遣、開

発調査、無償資金協力、有償資金協力を実施してきた。近年の主なわが国の援助活動は以下の

とおり。 

・有償資金協力「中部ルソン灌漑事業」（1998～2009年） 

・有償資金協力「ボホール灌漑事業 2」（1999～2009年） 

・有償資金協力「バゴ川灌漑システム改修・維持管理強化事業」（2002～2010年） 

・専門家派遣「バゴ川灌漑システムにおける灌漑管理移転（IMT）実施促進専門家派遣」（2010

～2012年） 

・技術協力プロジェクト「水利組合育成強化プロジェクト」（2005～2007年） 

・技術協力プロジェクト「水利組合強化支援プロジェクト」（2007～2011年） 

 

また、2012年度実施予定の有償資金協力案件として「灌漑セクター改修・改善事業（National 

Irrigation Sector Rehabilitation and Improvement Project：NISRIP）」がある。 

 

２－３－２ 援助実施方針 

JICAは「フィリピン共和国 JICA国別分析ペーパー（2012年 3月）」の中で、農業セクター

への支援の方向性として、農業インフラのなかでも重要な生産基盤である灌漑について、新た
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な灌漑施設の整備を大規模に進めていく前に、灌漑設備の適切な維持管理体制（ハード、ソフ

トの両面）の確立を支援し、それによって、農業生産性の向上を図ることが費用対効果という

観点からも意義があるとしている。 

また、JICAは農業・農村開発分野の援助方針として、「持続可能な農業生産」、「安定した食糧

供給」、「活力ある農村の振興」、「食糧価格高騰に伴う食糧安全保障への貢献」を挙げている。「活

力ある農村の振興」の中では、具体例として、農業生産の改善、農産物の利用・販売、多様な

経済活動の展開、農村インフラの整備などの支援を住民のエンパワメントを図りながら実施す

るとしている。 

 

２－４ 農業／灌漑セクターにおける各ドナーの支援状況 

フィリピンの灌漑分野における支援は、世界銀行（World Bank：WB）、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）、国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）、

FAO、韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA）、中国輸出入銀行（The 

Export-Import Bank of China：EIBC）などである。 

現在実施中の灌漑案件は、WBが 2009年より実施中の参加型灌漑開発計画（Participatory Irrigation 

Development Project：PIDP）のみであり、RAT Plan及び IMT実施支援、灌漑基施設改修等の活動

を行っている。その主なプロジェクトサイトは Region IIと VIIIである。本案件はこれらの地域を

対象地域から外して PIDP との地域的な棲み分けを図りつつ、PIDP の成果を共有しながら実施す

る予定である。 

韓国、中国政府による支援は、取水・灌漑施設建設・改修を核とする事業であり、当案件のよ

うな O&M活動の改善を主目的とする事業は見当たらない。 

ADBも IMT実施促進を目的とした灌漑システム運営効率改善計画（Irrigation System Operation 

Efficiency Improvement Project：ISOEIP）の事業化を予定し、予備調査も実施したが、援助方針の

変更に伴い、現在は検討を中断している。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクトの実施方針 

現在のフィリピン国内における NIS の管理状況は、NIA の人員不足のため、NIS 全体での作付

け率等のパフォーマンスのモニタリングも不十分であり、改修履歴や損傷状況も正確に把握され

ていない。そのため、NIA が施設修繕・改修が必要な NIS を把握しておらず、適切なタイミング

で施設修繕・改修のための計画・予算要求が困難になり、NISの O&Mができていない。その結果、

NISの老朽化や破損により、灌漑可能面積の低下につながり、作物生産性に対し悪影響を及ぼして

いる。今後 NIS を継続的に有効活用するためには、NIS の基礎情報管理や灌漑パフォーマンスの

モニタリング、そしてモニタリング結果を反映した適切な O&M計画の策定が必要である。 

そのため、本プロジェクトでは、NIA が継続的に NIS の適切な O&M を実施できるような体制

を整備すべく、基礎情報の収集・更新体制の改善（成果１）、灌漑施設のパフォーマンスのモニタ

リング体制の改善（成果２）、そして成果１と成果２の情報に基づいた、O&M 計画の策定（成果

３）について協力を実施する。 

具体的には、まず地籍図を正確なものに更新し、並行して、現状の O&M手法（データの管理／

更新／有効利用）の改善、O&Mモニタリング方法（データの収集／集約／分析／報告体制）の改

善、及び、O&M計画策定手法（正確なデータに基づく維持管理の優先順位付け）の改善に取り組

む。これらを通じて、O&M活動の効率化と精度の向上を図ることを想定している。 

なお、本案件では、最大限で 10カ所のパイロット NISで活動を展開する予定である。そのため、

活動はパイロット NIS の全域を対象とするのではなく、まず幹線水路と付随する代表的な支線水

路 1 カ所を活動対象範囲として選択し、集中して試行することにより、効率的に複数のパイロッ

トサイトでの活動を行う。これは、パイロットサイトを多めにとり、さまざまな地域の状況を踏

まえた O&M 計画を NIA が策定できることを狙いとしているが、マニラをハブとしたフィリピン

国内の移動手段は、空路・陸路ともに、比較的整っているとはいえ、10 カ所の活動を適切に管理

することは負荷の大きな業務である。また、地域的には専門家が頻繁に訪問することができない

場合も考えられるため、NIA 本部や地方事務所（パイロット NIS の地方事務所、IMO 等）で設置

されるテクニカルワーキンググループ（Technical Working Group：TWG）が核となって活動を進め

ていく予定であるが、これらのグループ間の情報共有をできるだけ密に行い、進捗管理を適切に

実施するように留意する。 

また、プロジェクトを通じて構築される O&Mのモデル体制（情報管理体制整備からそれに基づ

いた計画策定・実施まで）の活用については、NIA 内の通達としてルール化される。それをもっ

てパイロットサイト以外の NIS でもモデル体制が導入され、より実際の状況に基づいた O&M 計

画が策定・実施され、上位目標が達成されることを想定している。 

 

３－２ 基本計画 

３－２－１ 案件名 

（和）国営灌漑システム運営・維持管理改善プロジェクト 

（英）The Project for Improving Operation and Maintenance of National Irrigation Systems 
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３－２－２ 対象地域 

NIA本部のほか、プロジェクト開始後に選定されるパイロットサイト 

 

３－２－３ 本事業の受益者 

・パイロット NISの O&Mにかかわる NIA中央及び地域事務所の職員（約 50名） 

・パイロット NISの IA及び農家（約 5万人） 

 

３－２－４ 実施機関 

農業省国家灌漑公社（NIA）運営・技術部 

 

３－２－５ 案件の枠組み 

（１）上位目標 

プロジェクトで導入した運営・維持管理（O&M）体制がパイロットサイト以外の国営灌

漑システム（NIS）で活用される。 

 

（２）プロジェクト目標 

NIAにおいてパイロット NISの O&M体制が整う。 

 

（３）成果 

１：O&M 活動に必要な情報の収集・管理方法（O&M 情報収集・管理方法）がパイロッ

ト NISで改善される。 

２：O&M活動のモニタリング体制がパイロット NISで改善される。 

３：パイロット NISの O&M計画が策定される。 

 

（４）活動 

1-1：現行のO&M情報収集・管理方法と実施方法をレビューする。 

1-2：テクニカルワーキンググループを組織する。 

1-3：水利組合との間でO&M情報収集・管理方法と実施方法についてのコンサルテーショ

ンを開催する。 

1-4：O&M活動に必要なデータをリストアップ、収集、更新する。 

1-5：1-1から1-4の情報を基に、O&M情報収集・管理方法の改善を検討し、提案する。 

1-6：改善されたO&M情報収集・管理方法を試行する。 

1-7：改善されたO&M情報収集・管理方法活用のためのマニュアルを作成する。 

1-8：改善されたO&M情報収集・管理方法活用のために、NIA・水利組合スタッフの能力

強化を実施する。 

1-9：改善されたO&M情報収集・管理方法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

2-1：現行のO&Mモニタリング体制をレビューする。 

2-2：テクニカルワーキンググループを組織する 

2-3：O&Mモニタリング体制のモデルを提案する。 
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2-4：O&Mモニタリング体制の試行を行う。 

2-5：改善されたO&Mモニタリング手法のマニュアルを作成する。 

2-6：改善されたO&Mモニタリング手法実践のためにNIA・水利組合スタッフの能力強化

を実施する。 

2-7：改善されたO&Mモニタリング手法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

3-1：O&M計画策定の現状をレビューする。 

3-2：テクニカルワーキンググループを組織する。 

3-3：O&Mの計画策定方法を改善する。 

3-4：改善したO&M計画策定方法を試行する。 

3-5：O&M計画策定方法のマニュアルを作成する。 

3-6：改善されたO&M計画策定手法のために、NIA・水利組合スタッフの能力強化を実施

する。 

3-7：改善されたO&M計画策定手法を普及するための通達の素案を作成する。 

 

（５）投入 

＜日本側＞ 

１．専門家派遣 

長期専門家： 

チーフアドバイザー／灌漑計画管理 

灌漑施設運営・維持管理 

業務調整／研修 

短期専門家：（必要に応じて派遣） 

２．ローカルコスト負担 

３．カウンターパート（Counterpart：C/P）研修（本邦研修、国内研修） 

 

＜フィリピン側＞ 

１．C/P配置 

プロジェクトダイレクター 

プロジェクトマネジャー 

副プロジェクトマネジャー 

技術 C/P 

NIA現場スタッフ（RIO／IMO／ISO） 

２．専門家執務室、光熱費等 

３．活動経費 

 

３－３ 実施体制 

図３－１「実施体制図」に示すように、プロジェクトの最高意志決定機関である合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee：JCC）の下に、実務を担当するワーキンググループを中央と地

方（RIO、IMOとパイロット NIS事務所）のそれぞれに設置して活動を行うこととする。 
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図３－１ 実施体制図 

 

３－４ 投入が予想される専門家の担当業務 

投入が予想される長期専門家は、フィリピン側 C/Pと共に以下の活動を行う。 

 

３－４－１ チーフアドバイザー／灌漑計画管理 

① プロジェクトの日本側チームにおける代表者として、PDM 及び PO に基づき、運営管理

全般に関する企画・計画立案を行い、その実施について責任を担う。 

② プロジェクトの計画（PDM／PO）の修正を行う必要が生じた場合、相手側関連機関及び

日本側関連機関と協議を行い計画の修正を行う。 

③ JCC 等を通じ相手国機関へのプロジェクトの運営管理、技術移転の進捗状況、将来計画

につき報告・協議を行う。 

④ 6カ月ごとに事業進捗報告書を C/Pと合同で作成し、合意されたものを JICA本部及び在

外事務所に提出する。 

⑤ プロジェクトの成果について相手国機関及び日本側機関と連携を図り、評価のための準

備を行う。 
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⑥ プロジェクトの他の専門家に対し、技術移転に係る計画面及び技術面についての助言・

支援を行う。 

⑦ 灌漑管理専門家として、以下の業務について、灌漑施設運営・維持管理専門家と共に、

技術的な視点から助言・支援を実施する。 

・パイロット NIS候補地の現地踏査結果とその結果を踏まえたパイロット NISの決定 

・パイロット NIS における現行の O&M 手法／O&M モニタリング手法／O&M 計画手法の

レビューと課題の明確化 

・レビュー結果に基づく O&M 手法／O&M モニタリング手法／O&M 計画手法に関する技

術的な改善の方針策定 

・レビュー結果に基づく O&M手法、O&Mモニタリング手法及び O&M計画手法に関する

技術的な改善の方針の決定 

・O&M 手法、O&M モニタリング手法及び O&M 計画手法のマニュアルの作成に関する助

言 

・改善された O&M 手法、O&M モニタリング手法、O&M 計画策定手法を普及させるため

の通達の素案作成支援 

・専門的な視点から、PDM の達成指標を判断するためのデータの入手（ベースラインデー

タ含め、収集計画の策定、実施） 

 

３－４－２ 灌漑施設運営・維持管理 

① 他の専門家との連携の下、灌漑施設運営・維持管理活動全般の強化における技術的支援

の中核として、以下に示す活動の実施について責任を担う。 

・パイロット NIS候補地の現地踏査結果とその結果を踏まえたパイロット NISの決定 

・パイロット NIS における現行の O&M 手法／O&M モニタリング手法／O&M 計画手法の

レビューと課題の明確化 

・O&M 手法／O&M モニタリング手法／O&M 計画手法改善のためのワーキンググループ

（中央、地方パイロット NIS）の結成支援 

・レビュー結果に基づく O&M 手法／O&M モニタリング手法／O&M 計画手法に関する技

術的な改善案の提案、パイロット試験実施計画の策定・実施及びモニタリング 

・O&M手法／O&Mモニタリング手法／O&M計画手法のマニュアルの作成指導 

・研修担当専門家を補佐し、セミナー及びワークショップを通じたプロジェクト活動の結

果の C/P及び関係機関へのフィードバック 

・専門的な視点から、PDM の達成指標を判断するためのデータの入手（ベースラインデー

タ含め、収集計画の策定、実施） 

 

３－４－３ 業務調整／研修 

① チーフアドバイザーが行う運営管理業務を補佐し、年間計画の進捗管理、経理・調達業

務、その他庶務の取りまとめ、関係機関との連絡・調整役として、各種調整業務を行う。 

② 研修担当専門家として、NIAの O&M体制強化のために、必要に応じて関係者を対象とし

た本邦・第三国研修の立案と実施を行う。 

③ 研修担当専門家として、NIAスタッフや水利組合員の能力強化のための研修の企画立案・
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実施、実施結果の取りまとめを行う。 

④ 専門的な視点から、PDM の達成指標を判断するためのデータの入手（ベースラインデー

タ含め、収集計画の策定、実施） 

 

３－５ 実施上の留意点 

３－５－１ プロジェクト運営上の留意点 

（１）プロジェクト実施の意義 

国家の重点目標である食糧自給を達成・維持するための基本インフラである灌漑システ

ムの管理は、行政、受益者である農民（IA）、さらには自然条件などの要素が絡み合う複雑

な環境のなかで行われる。NIS の管理に関しては行政側（NIA）の役割が非常に大きいが、

急激な人員削減が続くなか、少ない人員で如何に効率的に灌漑システムを O&Mしていくか

が問われている。NIAの人員削減計画である RAT Planについては今般の調査により、予想

以上の規模で進んでいることが確認された。同計画は 2008年に開始され、2012年末までに

11,414人から 3,819人へ削減される予定であり、NISの O&M業務へのインパクトは大きい

ものと考えられる。 

他方、フィリピンにおいては IMTが進行中であり、計画では IMTが最終段階まで達する

ことができれば、NIA が担う業務は軽減することとなっている。しかし、現状では人員削

減計画が迅速に進んでいるわりには、IMT の進行は遅れ気味である。NIA と IA の IMT 契

約形態は Model-1（主に末端部分のみ IAが管理し、システム全体は NIAの管理）が大部分

であり、IMT が加速されなければ NIA の灌漑システム O&M に対する役割は当面の間は大

きいものと予想される。 

また、O&Mの現状は、これまでも NIAは灌漑システムを管理してきてはいるものの、そ

れが古いデータに基づいたものであったり、きちんと灌漑施設の補修履歴を管理してきて

いなかったりするなど適切に管理されているとはいえず改善点は多く、本プロジェクトを

実施する意義は大きい。 

 

（２）プロジェクトの実施方針 

本プロジェクトは、NISの O&M実施体制の確立を目的とし、内容はソフト面での協力が

中心となっており、灌漑施設の改修やポンプシステムの燃料代負担等の物理的なインプッ

トはプロジェクトの範囲には含まれていない。手法の特徴としては、パイロットサイトを

多めにとり、さまざまなケースに対応可能な O&M計画を提案できるような仕組みとしたこ

とである。これは、過去にひとつの地域に集中した協力がなされ、その地域におけるプロ

ジェクト成果は上がったものの、箱庭のような形となってしまい、他地域に普及が困難な

ケースもあった経験を踏まえたものである。今回の調査ではパイロットサイト候補地すべ

てを調査できなかったため、最終的にはプロジェクト開始後に現地調査も踏まえてサイト

は決定されることになるが、10 カ所程度のサイトで効率的に試行することが肝要である。

活動での試行は NIS の全域を対象とするのではなく、幹線水路と付随する代表的なひとつ

の支線水路の範囲を対象として、ある程度焦点を絞った活動を実施することにより、効率

的に多めのパイロットサイトをカバーすることが可能となるようにする。次に、それらを

いかに NIS全体に広げていくかを示すことにより O&M計画とする方向である。 
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実際の現場の活動は専門家が頻繁に出張できない場合も考えられるため、NIA の出先の

事務所（RIO、IMOなど）の役割が大きい。持続可能な O&M体制をつくり上げることがで

きるかどうかは、NIA 本部に加え現場のスタッフの働き如何によるものであることは間違

いない。今回はルソン島の 2 カ所の NIS サイトを訪れたが、出先事務所は人員削減の嵐の

なかでも積極的に業務に取り組んでいるように感じられた。出先事務所のスタッフを中心

として今後設置される TWGがフォーカルポイントとなる。そのため、プロジェクトが彼ら

とコミュニケーションを密にとり、彼らのやる気を引き出しながら協働していくことがカ

ギとなるであろう。 

 

（３）プロジェクトのパイロットサイトについて 

本案件のパイロットサイトの選定については、原則として既往有償資金協力事業での対

象となった NIS を中心都市、これまでの協力の更なる効果発現に努めつつ、他の NIS にも

知見の適用を図れるような選定を行う。なお、各地方の NIS 事務所がプロジェクト終了後

に独自にプロジェクト成果の普及を図れるよう、できるだけ多様な地方をカバーする。ま

た、パイロットサイトの数・地域については、プロジェクト開始後に現地踏査を行い、そ

の結果を踏まえ JCCにて最終決定される。 

 

（４）プロジェクト成果の活用 

過去、長きにわたって、わが国は、技術協力、有償資金協力、無償資金協力すべてのス

キームにより灌漑分野への協力を実施してきており、それらによって多数の灌漑システム

が整備され、NIAの人材も育成されてきた。 

本プロジェクトにより得られる成果は、過去及びこれから開始されるわが国の協力を含

むあらゆる灌漑システムの O&Mの向上のために適用されることが肝心である。そのために

は、O&M計画作成技術の習得を行うだけでは十分でなく、将来、それを他の NISに拡大し

ていくための人員及び予算面の確保が必要となる。今年末には RAT Planが終了し人員削減

は一段落することが期待されるが、その人員をどのように配置するのか、また、予算措置

についても長期的に考えていかなければならない。これまでの O&M予算の獲得が必ずしも

戦略的に行われていない現状から脱却し、予算要求の裏付けとして本プロジェクトの成果

が活用され、将来にわたって持続的な展開がなされることが必要である。 

 

（５）RAT Plan／IMTの進捗との調整 

2008年以来実施されている RAT Planにより、NIAの人員は大幅に削減されてきている。

調査時点では、人員削減はひと段落し、臨時職員の雇用が開始されたとの情報を得ている

こと、また NIA からはプロジェクトのスタッフの配置に十分な配慮を行う旨を確認してい

るが、RAT Planの動向についても継続して留意する必要がある。 

IMTについても、プロジェクト期間中に、現状（ほとんどの IAが最末端の灌漑施設のみ

を管理している）からの大幅な期待はできず、本案件の活動のあり方に及ぼす影響は少な

くないと思われる。しかし、その進捗いかんでは維持管理活動に占める IAの比重が大きく

なることも想定される。 
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３－５－２ プロジェクト実施上の技術的な留意点 

（１）該当する日本の技術の活用 

フィリピン政府（NIA）側からの要請では、以下の技術的支援が求められている。 

① 農業用水利施設の効率的かつ計画的な O&M 

② ①を実施するために必要な、農地・農業水利施設等に関連する情報（GIS画像を活用）

と体制の整備 

このために必要な日本の技術としては、農地情報システム、ストックマネジメントが想

定され、前者は、日本では主として耕作放棄対策の一環として国が導入を進め、都道府県

土地改良団体連合会が主体として展開している技術であり、後者は国が政策として都道府

県を主体に展開している。 

 

（２）ストックマネジメント手法 

これまで NIA は、頭首工やダムなどの大規模構造物についてはインベントリ調査による

データを活用して改修計画を立てていたものの、灌漑地区内の灌漑施設と水利構造物につ

いては、施設の状況を正確に把握し、機能の喪失やトラブルが起こる前に予防措置として

対処する意識は希薄であった。この点についても本案件における O&M 体制の強化の一環

（ストックマネジメントのためのデータ管理）として対応することが求められる。 

 

（３）農業水利施設の現状 

1960 年代から建設が進められた NIS は、早期に建設されたものは半世紀を経ようとして

おり、その間、更新されず老朽化したまま使用されているものが多く、施設機能は低下し、

一連のシステムを適切に O&Mし、運用、操作する体制も不十分である。特に以下の 3点が

懸念事項として想定される。 

① 支線水路以下の、機能が著しく低下した分水施設等の放置 

② 土砂の堆積、雑草の繁茂により通水機能が低下した水路 

③ 事業計画外の取水や事業計画と整合しない構造（勾配や断面、延長） 

 

（４）想定される対策 

１）本来的な事業計画の見直しの必要性 

これら建設から長期間経過した国営灌漑システムでは、以下の 3 つの変化が生じてい

る可能性があるため、基本的に施設の更新にあたっては事業計画が見直されるべきであ

る。 

① 既に河川からの取水量が変化している可能性 

② 当初の建設時の水路の断面や勾配が変化している可能性 

③ 実際の施設機能が有している受益の範囲が変化している可能性 など 

２）暫定的な対処方針（機能 UPを求めず、機能回復と現状維持） 

しかしながら、フィリピン政府の財政事情を考慮すれば、直ちに事業計画を見直した

改修を進めることは困難と考えられる。そのため、現状の施設能力を前提としたまま、

灌漑の効率性を高める手法としては、 

① 農業水利施設の施設機能を効率的に維持（突発的な事故の防止、受益面積の確保
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等） 

② 水路内の堆積土や雑木等の除去等による水路の流下能力の回復 

③ きめ細かな配水計画の導入による下流への通水量の確保 など（※） 

が想定され、今回のプロジェクトが果たす意義は大きい。（※「など」は、例えば、河川

からの取水量の増量による通水の増、盗水の抑制や施設の補修による浸透の抑制、間断

灌漑など特殊な灌漑手法の導入などが考えられる） 

 

（５）現地視察の考察 

上記を裏付ける成果として、ルソン島の北部に位置する Amburayan、Pampanga Delta NIS

を視察した。いずれも建設後一定期間経過しているものであるが、大規模な改修工事はな

されていない。河川に設置された取水ゲートから流下する幹線水路では上流側はライニン

グされているが、下流部では土水路部も見受けられ、さらに支線水路では土水路が多く水

路の内部や斜面には多くの雑木が繁茂している箇所があり、特に乾期の用水量の少ない時

期には、スムーズな用水の流下を阻害しているものと推察される。 

視察した IA は、両地区とも IA が良く組織され、直轄管理区間以下の区間での施設の機

能は維持されていたが、土砂が水路に堆積し上流からの用水が末端まで届かない場合があ

る（乾期）ことや、上流での過剰取水、排水機能の低下などが指摘された。 

 

（６）地籍図の更新について 

NIA 本部で、衛星画像を利用したデジタル化についての検討が進められており、既にコ

ンピュータやプロッターが NIA 本部のオペレーション・エンジニアリング部の灌漑技術セ

ンター（Irrigation Engineering Center）内に設置されていることを調査時に確認している。 

課題は、衛星画像の調達の費用とタイミングであるが、NIA は、衛星画像の調達のため

の予算（プロジェクトの C/P ファンドとして 500 万ペソ）を既に確保済みであり、プロジ

ェクトの開始後、遅滞なく衛星画像を調達する旨を表明している。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いものと判断する。 

 

４－１－１ フィリピンの開発政策との整合性 

フィリピン政府は、「国家開発計画（2011～2016）」において、農業セクターの発展を最重要

政策のひとつと位置づけ、農業生産性の向上、灌漑施設の整備､栽培技術の普及を通じて食糧安

全保障と国民所得の向上を達成する戦略を取るとしている。 

大半の貧困層が農村地域に居住し、農業とその関連活動で生計を営んでいる現状では、農業

生産性の安定と拡大向上は、食糧の安定供給のみならず、自然災害によるリスク軽減の観点か

らも非常に重要なものとなっている。 

また、フィリピンは、近年、国際食糧市場における世界最大規模のコメの輸入国の 1 つにな

っているが、2008 年以降、「必需食糧充足計画」の下で、2013 年末までに、主食であるコメの

自給を達成すべく、努力を行ってきている。 

プロジェクトはこれらの政策と高い整合性を有している。 

 

４－１－２ 実施機関のニーズとの整合性 

長年にわたり、財政課題を抱える NIAは、2008年以降、人員削減を中心とした合理化計画を

実施してきており、これと並行して、灌漑施設の O&M 業務を IA に譲渡する計画（IMT）も進

めている。しかし、IMT が予定どおりに進まないなかで、人員削減が行われたために、国営灌

漑事業における O&M活動の実施は、以前にもまして難しい状況を迎えている。 

具体的には、多くの NISで O&M活動に必要な情報やデータ（地籍図、灌漑面積、作付け率、

ISF徴収状況等）の更新が行われていないため、配水計画や作付け計画が適切に策定できていな

い。 

また、灌漑施設の管理・改修記録が不備なため、修理が後手に回ることも多く、時には灌漑

サービスを中断する事態に陥っている。 

これらの課題に対応するためには、NIA の中に、現行の人員で実施可能な、効率的かつ効果

的な O&M活動実施体制を構築する必要があり、現状の正確な把握に基づく統一された O&M機

能の評価指標などを導入して対応していく必要がある。 

当プロジェクトは、これらの課題に直接対応するものであり NIA のニーズと高い整合性を有

している。 

 

４－１－３ 地域住民ニーズとの整合性 

フィリピンは近年、世界有数のコメの輸入国になっている。その原因は、人口の増加に加え

て、灌漑施設の老朽化と不適切な O&M活動、並びに干ばつ、台風、洪水などの自然災害などが

挙げられる。 

全人口の 30％を占める貧困層は、世帯支出の 6 割程度を食糧品の購入に充てているといわれ

ているなかで、代表的な主食であるコメの価格を、自給によって安定させることは貧困層への

影響を抑制するうえで重要な意味をもっている。 
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灌漑は、コメの供給と価格を安定させ、農村部の住民の生活への影響をコントロールするう

えで、重要な手段のひとつである。 

本プロジェクトは、効率的で効果的な灌漑施設の O&M 体制の確立をめざすものであるから、

地域住民のニーズとも合致している。 

 

４－１－４ 日本の支援政策との整合性 

2012 年 4 月に改訂された「対フィリピン国別援助方針」において、わが国政府は、フィリピ

ンの包括的な発展の達成のために、以下の支援重点項目を設定している。 

・投資促進による持続的な経済発展 

・脆弱性の克服と社会・生産基盤の安定化 

・ミンダナオ地域における平和と開発 

日本政府は、「脆弱性の克服と社会・生産基盤の安定化」を達成するためのプログラムの目的

として､農業生産の安定と強化、農村地域の収入向上を掲げ、具体的には、正確で持続的な維持

管理活動による既存の灌漑施設の復旧と、農民や IAへの農業技術普及による能力強化に対する

技術支援を展開するとしている。 

また JICAは、農業分野の援助重点項目として以下のものを掲げている。 

・農業生産の持続性の確保 

・持続的な食糧供給 

・農村地域の活性化 

・食糧価格の高騰に対する食糧安全保障 

本案件は、NIAにおける効率的で効果的な灌漑施設の O&M体制の構築をめざすものであるか

ら、わが国の援助方針と高い整合性を有している。 

 

４－２ 有効性（プロジェクト目標達成の見込み） 

プロジェクトの有効性（プロジェクト目標達成の見込み）は高いと見込まれる。 

日本は、灌漑施設の O&Mにおいて、国内外で豊富な経験を有しており、特にフィリピンにおい

ては多数の灌漑案件の実施を行ってきている。その知見を活用することで、NIA における効率的

で効果的な灌漑施設の O&M体制の構築を達成することが期待される。 

また、本プロジェクトはフィリピンの政策と高い整合性をもっているために、政策的な支援も

期待できる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から高いと見込まれる。 

本プロジェクトは、O&M活動の強化をめざすもので、活動内容として、大規模な改修工事、建

設工事などの活動は含まないため、投入の規模は、過去の灌漑案件と比較して少なくなる予定で

ある。 

一方、最大限 10 カ所のパイロットサイトでの戦略的 O&M 計画の策定を通じて、O&M 実施体

制の強化の手法を、他地域にも展開していく計画であることから成果の規模は、投入に比して大

きいと期待される。 
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４－４ インパクト 

詳細計画策定調査の時点で､インパクトの評価を行うのは時期尚早であるため、以下に予想され

るインパクトの概略を述べるにとどめる。 

 

４－４－１ 上位目標達成の見込み 

上位目標の達成のためには、PDMに記載された外部条件が満たされることが必要である。 

これらの条件が満たされた場合には、プロジェクトで構築されるO&M体制はNIAによる省令

によって全国に通達されるため、上位目標の達成の見込みは高いものと思われる。 

 

４－４－２ 技術面でのインパクト 

本プロジェクトでは、地理情報システム（Geographical Information System：GIS）やリモート

センシング技術の活用による地籍図作成のほか、灌漑施設に関するアセット管理の概念の導入

等、NIAにとって新たな技術的な試みが行われる予定である。 

 

４－４－３ 財政面でのインパクト 

的確で効率的なO&M技術の導入により、IAのO&M活動へのより積極的な参加が実現し、その

結果、ISFの徴収の増加につながることが期待される。 

 

４－５ 持続性 

インパクト同様、この時点での持続性の評価は困難であるため、以下に、懸念事項を記述する

にとどめる。 

NIA は、長年にわたり、組織運営・財政面での課題を抱えてきているため、プロジェクト協力

期間後の予算確保については懸念が残る。財政状況の改善のためには、ISFの徴収の増加が必要で

ある。このためには、IAとの間での信頼関係の構築を、O&M活動の改善だけでなく、施設の改修

についても、早急に対応する必要がある。 

 

４－６ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

現状では、本案件の実施による負のインパクトは想定されないが、NIS内では、貧困層が多く居

住していることが想定されるため、プロジェクト実施中のモニタリングを行い、社会的弱者の意

見を吸い上げ、必要に応じて、対策案の提言を行うことも考慮する。 

 

４－７ 過去の類似案件からの教訓の活用 

本案件は、フィリピン全土の国営灌漑施設の O&M技術の改善と実施体制強化を主目的とするプ

ロジェクトである。 

フィリピンのみならず、各国における過去の灌漑セクター事業のほとんどは、灌漑施設のハー

ド面での整備（新設・改修）を主目的とし、その効果を上げるための手段として O&M活動を展開

してきている。他方、IAの能力強化や圃場レベルでの営農技術の普及を目的とした技術協力は「水

利組合強化支援プロジェクト」等多くみられるが、本案件は、これらのいずれとも異なるアプロ

ーチである。 

したがって、厳密な意味で、本案件に適用する過去の教訓を得るのは困難であるが、「水利組合
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強化支援プロジェクト」（2007～2011）の Terminal Reportに述べられた教訓のうち、以下は、本案

件でも留意しておく必要がある。 

・地域ごとの特徴と水利組合の強化：各地域によって自然条件、IA の能力、作付け体系等が異

なるため、プロジェクトで提唱する手法の適用には、現地の条件に基づく実施スケジュール

を想定する必要がある。 

・フィリピンでのプロジェクト実施では、自然災害が高い確率で発生し、プロジェクトに影響

を与えるため、可能な範囲で、対応策を含めた活動計画を策定する。 

・灌漑事業の O&Mを成功に導くには、さまざまなステークホルダー間の調整が求められる。特

に、灌漑事務所長をはじめ、地方政府（Local Government Unit：LGU）や組織開発担当官

（Institutional Development Officer：IDO）等が参加して、配水計画や、作付け計画を公式に承

認する役割を担うシステム管理委員会（System Management Committee：SMC）の存在は重要

で、SMC が効果的に機能することで初めて関係組織からの協力が得られ、効果的な O&M 計

画と活動の実施が可能となることに留意する。 
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